
自治フォーラムおおさか Vol.10   「大阪の下町成長戦略を考える」

A´ワーク創造館 館長 高見一夫

中小企業診断士

官民共の協働で市民のための

地域経済政策を
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全国の経済成長率の推移

軽工業(繊維等)

重化学工業(鉄鋼、車、家電等)

金融(銀行、証券、保険等)

バブル崩壊

「失われた30年」
製造業の海外移転

↓
中小企業の激減
商店街の衰退

新しい経済構造の模索

1999年484万社
2014年382万社
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大阪市経済の動向

域内総生産（名目）の指数の推移 [ 大阪市、大阪府、全国 ]

注：大阪市、大阪府の2015年度の数値（グラフ中( )内の値）は早期推計であり、参考値として掲載。「国民経済計算」は

　　11年基準、「市民経済計算」と「府民経済計算」は05年基準であり、基準年が異なる点で注意を要する。

資料：内閣府「国民経済計算」15年度、大阪府「府民経済計算」14年度、大阪市「市民経済計算（早期推計）」15年度
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2001年度＝100とした指数

（年度）

業種 全国 大阪市
製造業 ▲16% ▲31%
卸小売 ▲ 1% ▲28%
金融 ▲17% ▲38%
サービス 7% ▲24%

成長率

インバウンド効果がありながら、

2001年より1割以上のマイナス成長。

全国より約14%、大阪府より約7%も伸びが低い 3

生産支出内訳

支出面から見たGDP=⺠間最終消費支出＋政府最終消費支出＋総固定資本形成
＋在庫品増加＋輸出ー輸入

注：市内最終需要＝100とした構成。東京都は都全体。「財貨・サービスの移出入ほか」には在庫品増加

　　と統計上の不突合を含む。なお、横浜市は、７都市の中で唯一ベッドタウン型都市であり、東京都内

　　などでの消費が多いため、財貨・サービスの移出入がマイナス。

資料：各自治体「市民経済計算」2014年度、内閣府「県民経済計算」14年度

民間最終消費支出が低く、

財貨・サービスの移出入の割合が高い

*市域以外の動向に影響されやすい

　市内総生産支出側（名目）の内訳構成 [他都市比較]
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334

東京都区部

名古屋市

全国

大阪市

注：2人以上の全世帯（農業含む）の月平均。2017年は1～9月の平均。

資料：総務省「家計調査」

世帯の月平均消費支出額の推移 [ 都市間比較 ]

注：2人以上の全世帯の数値による。2017年は1～9月の合計値を4/3倍した推計値で指数化。

資料：総務省「家計調査」

家計消費支出の主要品目別推移 [ 大阪市 ]

全国平均より月2.5万円、東京より7.9万円少ない。

大阪市に多い高齢者の一人暮らしを入れると、

もっと差が開く?

「通信」以外は全て減少傾向

5

世帯の月平均消費支出額

6資料：総務省「経済センサス−基礎調査」09年及び14年、「経済センサス‐活動調査」12年

　　　及び16年(速報)、「事業所・企業統計調査」06年、大阪市「経済センサス−活動調査

　　　<産業横断的集計　基本編>」

実数

構

成

比

対14

年増

減率

181,141 100.0 ▲ 5.0

49 0.0 ▲ 10.9

9 0.0 0.0

8,975 5.0 ▲ 4.8

16,555 9.1 ▲ 10.4

92 0.1 19.5

4,835 2.7 ▲ 1.2

4,205 2.3 ▲ 4.9

49,811 27.5 ▲ 5.1

- - -

- - -

3,015 1.7 ▲ 3.1

15,422 8.5 ▲ 9.3

12,121 6.7 ▲ 3.4

27,059 14.9 ▲ 4.8

11,149 6.2 ▲ 4.9

3,696 2.0 ▲ 2.2

12,914 7.1 1.3

445 0.2 ▲ 1.8

10,789 6.0 ▲ 2.0

2016年

10年で約18000件減少

事業所数
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産業構成の特徴

・全国と比べ、卸小売・情報・通信の

割合が高く、製造・建築が低い

・,85年以降製造・卸小売が減少

サービスの割合が増加したが、

,10年以降は横ばい傾向

域内総生産（名目）の産業別構成比の推移（大阪市・全国）

資料：大阪市「市民経済計算」14年度、内閣府「国民経済計算」14年(05年基準)
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各区別特徴

区内総生産

北区、中央区、西区、淀川区で市内総生産の73.7%

区内事業所数

昼夜間人口

市全体で131.7% 8



区内産業構成

9

世帯年間収入 区別人口

人口の増減

2007-2017

2017.10

総務省「平成25年住宅・土地統計調査」より
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大阪市「地域経済成長プラン」(2017-19) 基本的考え方

〜都市魅⼒を⾼め、世界
中から人・モノ・投資等
の呼び込みと新たなビジ
ネスチャンスの創出によ
り、将来にわたり持続的
に成⻑する⼤阪経済の実
現をめざす〜

目標
ビジネスチャンス創出都市
おおさか

目標成⻑率2%

13

抜粋 Ⅰ-② 様々な地域主体との協働による地域経済活性化

14



成長戦略に対する私見

●万博、IR等、市外からの集客や成長分野の議論が中心で、大阪の宝である既存の

産業集積や地域経済への視点が弱い。

●多様な各区・エリアの特徴に応じた地域経済政策を

・旧来型のビッグイベント中心の経済政策はバブルを生むだけ。その利益は一部または外部に流れ

てしまわないのか?

・「トリクルダウン」は幻想。自然に中小企業や地域・市民への効果は生まれない。企業の98%は中小

企業。ミナミや新世界の賑わい、中小製造業の高い技術の集積は庶民が生み出した「大阪の魅力」。

それらの現状と課題からスタートし、外部環境の変化の中で、大阪の産業がそれをどう取り込み、

どう対応する力をつけるのかという議論こそ必要。

・大阪府・市レベルの議論だけでは多様な各区・エリアの状況に応じた成長戦略は出せない。

15

・一方、区レベルでの「地域経済活性化」(1-②)や区シティマネージャーでは機能しているか? 現実

の産業連関や予算・人材を考えると総合区レベルでの取り組みが求められるのではないか。

今後の方向性

●市民のための地域経済成長戦略

〇総合区に住民参加の地域経済政策推進機能を

〇生まれて死ぬまでの包括的な生活機能や大切な基盤技術を喪失しない

産業集積を確保・発展させる。

〇「人間を中心に置いた住みやすい」まちづくりと連動

〇「地産地消」「地消地産」の取り組み推進

〇地域資源の活用…空店舗、空家、空地、文化、芸術、人、お金、施設等

〇産業に必要な労働力の確保・育成

〇多様な担い手の協働…市民、企業、NPO、商工団体、行政等
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提案 1

下町の戦略「漏れバケツ理論」

●地域に入ったお金をどれだけ地域内で「循環させ、滞留さ

せるか」

●「自給自足」ではない。外部依存状態から自立レベルを上

げることで外部との経済交流も活発になる。

「地域内乗数効果」を上げる

「地元経済を創りなおす」枝廣淳子より 17

提案 2 「地域の産業・雇用創造チャート」で地域特性を活かした経済振興戦略を

基盤部門…地域外から稼ぐ力を持つ産業
*修正特化係数(稼ぐ力)

非基盤部門…主として地域内を主に販売
先とする産業

地域の人口は基盤部門従業者数に規定される
*地域人口=基盤部門従事者×13

⻄成区
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若い人材の確保・育成

関係者を含む業界将来像の構築

大阪靴メーカー協同組合の取り組み

輸入品の急増

職人の高齢化

シューカレッジおおさかの開設

19

提案 3

企業やNPOが地域に小商い(スモールビジネス)、小さな仕事をいっぱいつくる

地域課題(困りごと)は経済活性化の種

買い物難民→マーケット
食事サービス(配食)

家事支援

収入の足りない人、就職

準備中の人の収入

大型ごみ搬出

所得向上

地域経済に好循環

*持ち帰り・配食サービス従事者

大阪市18,390人

＋有償ボランティア



提案 4 最大の地域資源は人のつながり(ソーシャル・キャピタル)

芦原橋アップマーケット
リノベーションで憩いスポット

芦原橋Salt valleyの誕生

21

駅裏商店街を「レザーストリート」へ

22



参考資料
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製造業

事業所数
従業者数

資料：総務省「経済センサス－活動調査（速報）」2016年
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注：対象は従業者数４人以上の事業所。産業分類の詳細は図Ⅱ－1－4を参照。

　　統計データの注意点については章末注参照。

資料：経済産業省「工業統計調査」2014年
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卸売業

卸売業における事業所数などの地域別シェア [大阪市]
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注：商品分類のうち、農畜産物・水産物、石油・鉱物、鉄鋼製品、非鉄金属、

　　再生資源、自動車、家具・建具・じゅう器、紙・紙製品を除いて作成。

資料： 経済産業省「商業統計調査」2014年
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小売業

従業者1人あたり販売額と大型店内事業所比率 [大阪市]

注：従業者数は2014年7月1日現在、販売額は13年の数値。

資料：経済産業省「商業統計調査」14年
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大型店入居率

が高く、１人あたり

販売額も高いグループ

大型店入居率は

高いが、１人あたり

販売額は中程度の
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１人あたり販売額は

極めて高いながらも、

個店比率も低くはない
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大半は個店であり、
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大半は個店であるが、
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中程度のグループ

殆どが個店であり、１人

あたり販売額が低い

グループ

大型店内事業所比率（％）

従業者１人あたり販売額 （万円/人・月）

　民間消費関連の指標の推移 [大阪市 ]

注：2008年４～６月期（Ⅱ期）における月平均値を100とする指数。「（季）」は、

　　（公財）大阪市都市型産業振興センターによる季節調整後の系列を示す。

資料：経済産業省「商業動態統計調査」、総務省「消費者物価指数」、「家計

　　調査報告」（二人以上世帯）」
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サービス業

サービス業3分類別の従業者数の推移 [ 大阪市 ]
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事業所数：26,109ヵ所 (大阪府内シェア 61.5%)

従業者数：464,060人 (大阪府内シェア 74.1%)

（事業所数：千ヵ所、従業者数：万人）

情報通信業

不動産業，

物品賃貸業

学術研究，専

門・技術サービ

ス業

サービス業（他に分

類されないもの）

ビジネス支援型サービス業

27

公共サービス業の事業所数、従業者数 [ 大阪市、大阪府 ]
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ス

業

教

養

・

技

能

教

授

業

学

習

塾

表

具

業

そ

の

他

の

修

理

業

大阪市以外（事業所） 大阪市以外（従業者）

大阪市（事業所） 大阪市（従業者）

大阪市の生活支援型サービス業合計

事業所数：28,899ヵ所 （大阪府内シェア 40.1％）

従業者数：170,300人 （大阪府内シェア 48.4％）

（事業所数：千ヵ所、

従業者数：万人）

不動産業、

物品賃貸業

教育、学習

支援業

他の

サービス業

生活関連サービス

業、娯楽業
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⼤阪市

飲食店

その他の事業

サービス業

繊維・衣服卸売

機械機具卸売

建築・金属材料卸売

通信業

医療業

情報サービス業

補助的金融業

広告業

金融商品取引業

職業紹介・労働者派遣業

その他の卸売業

飲食料品小売
社会福祉・介護

29

生野区

基盤部門…地域外から稼ぐ力を持つ産業
*修正特化係数(稼ぐ力)

非基盤部門…主として地域内を主に販売
先とする産業

地域の人口は基盤部門従業者数に規定される
*地域人口=基盤部門従事者×13
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平野区

医療業

金属製品製造

プラスチック製品製造

生産用機械器具製造

印刷・関連業

ゴム製品製造

家具・装備品製造

社会福祉・介護

飲食料品小売飲食店

31

飲食料品卸売

東住吉区

社会福祉・介護

医療業

革製品製造

印刷・関連

飲食料品小売

飲食店

パルプ・紙

その他の卸売

学校教育

その他の小売
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北区

飲食店

その他の事業

サービス業

職業紹介・労働

者派遣業

金融商品取引業

広告業

通信業

電気業

映像・音声・文字制作

放送業

専門サービス

情報サービス

機械器具卸売

宿泊業

33

製造業 卸・小売業 サービス業

１）

その他

２）

合計 製造業 卸・小売業 サービス業 その他 合計

北区 2,882 13,179 29,423 1,313 46,796 6.2 28.2 62.9 2.8 100.0

都島区 133 321 893 93 1,440 9.3 22.3 62.0 6.4 100.0

福島区 240 1,503 2,288 116 4,147 5.8 36.2 55.2 2.8 100.0

此花区 1,784 382 1,575 56 3,798 47.0 10.1 41.5 1.5 100.0

中央区 3,574 16,457 34,197 1,651 55,878 6.4 29.5 61.2 3.0 100.0

西区 1,270 5,021 8,337 526 15,154 8.4 33.1 55.0 3.5 100.0

港区 256 351 1,355 131 2,092 12.2 16.8 64.7 6.2 100.0

大正区 690 181 538 49 1,459 47.3 12.4 36.9 3.3 100.0

天王寺区 607 505 2,676 86 3,874 15.7 13.0 69.1 2.2 100.0

浪速区 230 1,128 2,268 182 3,808 6.0 29.6 59.6 4.8 100.0

西淀川区 1,101 443 1,971 80 3,595 30.6 12.3 54.8 2.2 100.0

淀川区 1,210 4,459 4,983 401 11,053 10.9 40.3 45.1 3.6 100.0

東淀川区 611 397 1,024 59 2,092 29.2 19.0 49.0 2.8 100.0

東成区 388 429 614 55 1,486 26.1 28.8 41.4 3.7 100.0

生野区 758 244 509 31 1,543 49.2 15.8 33.0 2.0 100.0

旭区 162 166 376 25 729 22.2 22.7 51.7 3.4 100.0

城東区 464 428 1,022 72 1,987 23.4 21.6 51.5 3.6 100.0

鶴見区 501 294 532 85 1,411 35.5 20.8 37.7 6.0 100.0

阿倍野区 130 534 1,297 117 2,077 6.3 25.7 62.4 5.6 100.0

住之江区 417 860 3,140 56 4,473 9.3 19.2 70.2 1.2 100.0

住吉区 66 190 1,116 68 1,440 4.6 13.2 77.5 4.7 100.0

東住吉区 216 509 668 65 1,457 14.8 34.9 45.8 4.4 100.0

平野区 674 429 730 83 1,916 35.2 22.4 38.1 4.3 100.0

西成区 426 273 529 37 1,266 33.7 21.6 41.8 3.0 100.0

大阪市全体 18,789 48,683 102,061 5,437 174,970 10.7 27.8 58.3 3.1 100.0

実数（億円） 産業別構成比（％）

区内総生産(名目)と産業別内訳
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（億円） （％）

市税決算額

［法人分］ ［非法人分］ ［法人分］

北区 1,198 782 416 65.3

都島区 122 46 76 37.4

福島区 146 77 69 52.5

此花区 150 114 35 76.4

中央区 1,413 1,071 343 75.7

西区 387 254 133 65.5

港区 106 54 52 51.1

大正区 82 45 37 54.9

天王寺区 195 72 123 36.8

浪速区 169 108 61 64.1

西淀川区 170 79 91 46.7

淀川区 408 218 190 53.4

東淀川区 191 93 98 48.7

東成区 100 41 59 41.0

生野区 117 35 83 29.4

旭区 101 20 81 20.1

城東区 152 51 102 33.2

鶴見区 111 40 71 36.0

阿倍野区 154 61 94 39.2

住之江区 232 156 76 67.4

住吉区 153 34 119 22.1

東住吉区 132 31 101 23.3

平野区 176 52 124 29.6

西成区 90 38 51 42.6

総数 6,258 3,571 2,687 57.1

各区市税決算額
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